
為替週間展望＝ドル円は１０８円台を中心とするもみ合いか

　　　　　　　　　　［３月１５日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    3 月 8 日～ 3 月 12 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  108.29   109.23( 9)    108.27( 8)    108.87   +0.56

ユーロ・ドル  1.1915   1.1990(11)    1.1836( 9)    1.1950   +0.0035

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    29,717.83     +853.51     日本10年債利回り   0.110   +0.014

ダウ平均株価    32,485.59     +989.29     米10年債利回り     1.537   -0.029

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

１５日　日本１月機械受注高

　　　　英３月ライトムーブ住宅価格

　　　　中国２月鉱工業生産指数、中国２月小売売上高

　　　　カナダ１月製造業出荷

　　　　米３月ＮＹ連銀製造業景気指数

　　　　米１月対米証券投資

１６日　豪第４四半期住宅価格指数

　　　　日本１月鉱工業生産指数確報値

　　　　独３月ＺＥＷ景況感指数

　　　　米２月小売売上高、米２月輸入価格指数

　　　　米２月鉱工業生産・設備稼働率

１７日　ＮＺ第４四半期経常収支

　　　　日本２月貿易収支

　　　　ユーロ圏２月消費者物価指数

　　　　米２月住宅着工・許可件数

　　　　カナダ２月消費者物価指数

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ、１６～１７日）政策金利発表

　　　　パウエルＦＲＢ議長騎記者会見

１８日　ＮＺ第４四半期国内総生産（ＧＤＰ）

　　　　豪２月雇用統計

　　　　スイス２月生産者・輸入価格

　　　　ユーロ圏１月貿易収支

　　　　英中銀（ＢＯＥ）政策金利、英金融政策委員会（ＭＰＣ）議事録

　　　　米新規失業保険申請件数、米３月フィラデルフィア連銀景況指数

　　　　米２月景気先行指数

１９日　日本２月消費者物価指数

　　　　豪２月小売売上高

　　　　日銀金融政策決定会合（１８～１９日）金融政策発表

　　　　黒田日銀総裁記者会見

　　　　独２月生産者物価指数

　　　　カナダ１月小売売上高、カナダ２月鉱工業製品価格

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】今年に入ってからは米長期金利とドル円の連動性が高まっており、

米長期金利の上昇期待はドル円には支援材料となる。株式や為替市場は米長期金利の動

きに振り回されているものの、ドル円は１０７円台では底堅く、堅調な推移を続けると

した。

株式会社 ミンカブ・ジ・インフォノイド

東京都東京都千代田区神田神保町3-29-1



　　　　

【米長期金利の上昇が一服】

　米長期金利の動向が依然として株式や為替市場に大きな影響を与えている。そうした

中、１０日に発表された２月の米消費者物価指数（ＣＰＩ）は前月比、前年比ともに市

場予想と同水準と落ち着いた水準となり、食品とエネルギーを除いたコア指数は前月

比、前年比ともに市場予想を下回った。これを受けて、インフレの加速による米長期金

利上昇への警戒感が後退した。

　　

　米１０年債利回りは、８日に一時１．６１％台まで上昇、引けでも１．５９％台とな

るなど高水準を維持した。翌日以降に利回りは低下傾向を見せ、１０日には米ＣＰＩが

落ち着いた結果となったことで１．５１％台まで低下した。１１日も１．５７％台と落

ち着きを見せている。こうした中、ドル円は９日に１０９．２３円付近まで上昇した後

は下落傾向となり、その後は１０８円台前半から後半で推移している。

　　

　３月１６～１７日に米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）が開催される。今回は金融政

策に大きな変更はないとみられる。声明やパウエル議長の記者会見で、米長期金利の上

昇をどの程度けん制してくるかが最大のポイントとなりそうだ。

　　

　パウエル議長は４日の発言で米債券市場について「秩序のない市場環境になれば問題

視するだろう」と述べたものの、米金利急上昇に対する具体的な対応策には言及しな

かった。今回のＦＯＭＣ後の記者会見で、市場を落ち着かせるために何らかの言及があ

れば、米長期金利の上昇は落ち着きを見せて、株高に傾きやすくなろう。その場合はリ

スク選好のドル売り円売りに傾きやすくなる。ただ、しばらくは静観する姿勢を示すよ

うなら、米国株やドル円は米経済指標の動きに左右されやすい展開になるとみられる。

　　

　ドル円は２月２３日の安値１０４．９２から３月９日の高値１０９．２３まで４．３

円超もの上昇を見せた。テクニカル面でもやや過熱感が高まっている。米長期金利が落

ち着きを見せており、ドル円は１０８円台を中心とする高値圏でのもみ合いになるとみ

られる。ドル円の目先の予想レンジは、１０７．５０～１０９．５０円。

　　

　１８～１９日に日銀金融政策決定会合が開催される。日銀はこの会合後に金融政策を

点検した結果を発表する予定となっている。物価目標や「長短金利操作付き量的・質的

金融緩和」の枠組みはそのまま残るとみられる。焦点となるのは、イールドカーブ・コ

ントロール（ＹＣＣ）や上場投資信託（ＥＴＦ）等の資産買い入れに関してとなる。

　　

　ＥＴＦの買い入れに関しては、市場の状況に応じて柔軟性を持たせるように調整され

るとの見方が広がっている。長期金利の変動許容幅の拡大に動くとの観測も一部にある

が、黒田日銀総裁が５日に長期金利の変動許容幅について「拡大する必要があるとは考

えていない」と発言しており、可能性はかなり低いとみられる。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、１５日に日本１月機械受注高、米３月Ｎ

Ｙ連銀製造業景気指数、米１月対米証券投資、１６日に日本１月鉱工業生産指数確報

値、米２月小売売上高、米２月輸入価格指数、米２月鉱工業生産・設備稼働率、１７日

に日本２月貿易収支、米２月住宅着工・許可件数、米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ、

１６～１７日）政策金利発表、パウエルＦＲＢ議長記者会見、１８日に米新規失業保険

申請件数、米３月フィラデルフィア連銀景況指数、米２月景気先行指数、１９日に日本

２月消費者物価指数、日銀金融政策決定会合（１８～１９日）金融政策発表、黒田日銀

総裁記者会見などがある。

　　

【ユーロドルは戻り一服か】

　１１日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、パンデミック緊急購入プログラム（Ｐ

ＥＰＰ）を利用して、国債買い入れペースを加速させる方針を表明した。米長期金利の

上昇の影響で、ユーロ圏でもドイツやフランスの長期金利が上昇基調で推移しており、

これを抑えるために行動を起こす。

　　

　ユーロドルは米長期金利上昇を背景としたドル買いの動きから下値を探る展開が続い

た。９日には一時１．１８３６前後まで下落している。米長期金利の上昇一服もあっ

て、その後、ユーロドルは反転して上昇基調で推移している。これまでの下げの反動か



ら戻り歩調が見込まれるが、１．２０ドル超では売り圧力が高まり、戻りは限定的とみ

られる。ユーロドルの目先の予想レンジは１．１７５０～１．２１００ドル

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、１５日に英３月ライトムーブ住宅価格、中

国２月鉱工業生産指数、中国２月小売売上高、カナダ１月製造業出荷、１６日に豪第４

四半期住宅価格指数、独３月ＺＥＷ景況感指数、１７日にＮＺ第４四半期経常収支、

ユーロ圏２月消費者物価指数、カナダ２月消費者物価指数、１８日にＮＺ第４四半期国

内総生産（ＧＤＰ）、豪２月雇用統計、スイス２月生産者・輸入価格、ユーロ圏１月貿

易収支、英中銀（ＢＯＥ）政策金利、英金融政策委員会（ＭＰＣ）議事録、１９日に豪

２月小売売上高、独２月生産者物価指数、カナダ１月小売売上高、カナダ２月鉱工業製

品価格などがある。
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